
地方公会計財務書類（概要版）

統一的な基準

一般会計等 全体 連結

金額 金額 金額
金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 前年度末純資産残高 22,104,610 25,618,466 27,549,283 

1.固定資産 26,069,782 91.9% 33,956,688 93.2% 37,076,671 91.1% 1.固定負債 5,491,637 19.4% 9,727,561 26.7% 11,511,496 28.3% 1.純行政コスト 5,550,553△ 6,684,934△ 8,626,060△ 
（1）有形固定資産 12,972,705 45.7% 20,848,112 57.2% 24,926,550 61.2% 　　　（1）地方債 4,788,161 16.9% 9,024,085 24.8% 9,822,032 24.1% 2.財源 5,848,063 6,973,651 9,126,117 
　　　事業用資産 6,601,764 23.3% 6,601,764 18.1% 7,654,515 18.8% 　　　（2）長期未払金 7,298 0.0% 7,298 0.0% - - 　　　（1）税収等 4,044,528 4,371,768 5,427,464 
　　　インフラ資産 6,258,867 22.1% 14,020,999 38.5% 16,571,694 40.7% 　　　（3）退職手当引当金 696,178 2.5% 696,178 1.9% 800,898 2.0% 　　　（2）国県等補助金 1,803,535 2,601,883 3,698,653 
　　　物品 112,075 0.4% 225,350 0.6% 700,341 1.7% 　　　（4）損失補償等引当金 - - - - - - 　本年度差額 297,509 288,717 500,057 
（2）無形固定資産 4,466 0.0% 4,466 0.0% 482,942 1.2% 　　　（5）その他 - - - - 888,566 2.2% 固定資産の変動（内部変動） - - - 
（3）投資その他の資産 13,092,611 46.2% 13,104,109 36.0% 11,667,179 28.7% 資産評価差額 90△ 90△ 90△ 
      投資及び出資金 1,695,075 6.0% 1,695,075 4.7% 99,930 0.2% 2.流動負債 498,601 1.8% 834,280 2.3% 1,053,391 2.6% 無償所管換等 28,786△ 28,786△ 24,332△ 
      投資損失引当金 - - - - - - 　　　（1）1年内償還予定地方債 400,530 1.4% 733,201 2.0% 841,974 2.1% 他団体出資等分の増加 - - 
      長期延滞債権 15,293 0.1% 27,641 0.1% 31,646 0.1% 　　　（2）未払金 - - - - 86,181 0.2% 他団体出資等分の減少 - - 
      長期貸付金 - - - - 10,215 0.0% 　　　（3）未払費用 - - - - - - 比例連結割合変更に伴う差額 - 80,176 
      基金 11,376,202 40.1% 11,376,202 31.2% 11,528,327 28.3% 　　　（4）前受金 - - - - 5 0.0% その他 11△ 186△ 41,402 
      その他 7,298 0.0% 7,298 0.0% - - 　　　（5）前受収益 - - - - - - 　本年度純資産変動額 268,622 259,654 597,213 
      徴収不能引当金 1,256△ △0.0% 2,106△ △0.0% 2,939△ △0.0% 　　　（6）賞与等引当金 62,774 0.2% 65,706 0.2% 79,350 0.2% 本年度末純資産残高 22,373,233 25,878,120 28,146,496 

2.流動資産 2,293,688 8.1% 2,483,274 6.8% 3,634,712 8.9% 　　　（7）預り金 35,297 0.1% 35,374 0.1% 35,415 0.1%
（1）現金預金 442,586 1.6% 527,084 1.4% 1,523,929 3.7% 　　　（8）その他 - - - - 10,466 0.0%
（2）未収金 3,922 0.0% 8,940 0.0% 42,968 0.1%
（3）短期貸付金 - - - - - - 　負債の部合計 5,990,238 21.1% 10,561,841 29.0% 12,564,887 30.9%
（4）基金 1,847,456 6.5% 1,947,773 5.3% 2,058,681 5.1% （1）固定資産等形成分 27,917,238 35,904,461 39,135,352 
（5）棚卸資産 - - - - 8,132 0.0% （2）余剰分（不足分） 5,544,005△ 10,026,341△ 10,988,855△ 
（6）その他 - - - - 1,685 0.0% （3）他団体出資等分 - - 
（7）徴収不能引当金 275△ △0.0% 523△ △0.0% 683△ △0.0%

3.繰延資産 - - - - - 　純資産の部合計 22,373,233 78.9% 25,878,120 71.0% 28,146,496 69.1%
　資産の部合計 28,363,470 100.0% 36,439,961 100.0% 40,711,383 100.0% 　負債及び純資産の部合計 28,363,470 100.0% 36,439,961 100.0% 40,711,383 100.0%

※資産合計額に対する金融資産の割合 54.2% 42.8% 37.6%
（「1.固定資産（3）投資その他の資産」+「2.流動資産」）/資産の部合計

一般会計等 全体 連結
金額 金額 金額

1.業務活動収支 695,114 1,015,383 1,390,285 
　　業務支出 5,278,635 6,193,338 8,232,215 
　　　内、支払利息支出 20,553 99,606 110,969 
　　業務収入 6,006,193 7,241,164 9,654,800 
　　臨時支出 38,921 38,921 44,781 
　　臨時収入 6,477 6,477 12,481 
2.投資活動収支 881,560△ 926,389△ 1,164,846△ 
　　投資活動支出 1,430,092 1,489,656 1,960,692 
　　　内、基金積立金支出 823,642 842,167 916,324 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 　　投資活動収入 548,531 563,267 795,846 
経常費用 5,875,431 100.0% 7,129,996 100.0% 9,392,448 100.0% 　　　内、基金取崩収入 365,901 365,901 428,387 
1.業務費用 2,643,473 45.0% 3,284,593 46.1% 4,090,436 43.6% 基礎的財政収支 291,849 664,866 824,345 
　　　（1）人件費 839,135 14.3% 877,886 12.3% 1,073,295 11.4% 3.財務活動収支 319,003 29,371 21,125△ 
　　　（2）物件費等 1,752,258 29.8% 2,204,725 30.9% 2,722,537 29.0% 　　財務活動支出 405,336 728,244 836,855 
          内、減価償却費 595,055 10.1% 933,438 13.1% 1,125,520 12.0% 　　財務活動収入 724,339 757,615 815,730 
　　　（3）その他の業務費用 52,079 0.9% 201,982 2.8% 294,604 3.1% 本年度資金収支額 132,557 118,365 204,314 
2.移転費用 3,231,959 55.0% 3,845,403 53.9% 5,302,012 56.4% 前年度末資金残高 274,741 373,431 1,276,281 
　　　（1）補助金等 2,153,680 36.7% 3,284,541 46.1% 4,693,769 50.0% 比例連結割合変更に伴う差額 - 8,005 
　　　（2）社会保障給付 558,700 9.5% 558,700 7.8% 558,700 5.9% 本年度末資金残高 407,298 491,796 1,488,600 
　　　（3）他会計への繰出金 519,120 8.8% - - - - 本年度末歳計外現金高 35,288 35,288 35,329 
　　　（4）その他 459 0.0% 2,162 0.0% 49,543 0.5% 本年度末現金預金残高 442,586 527,084 1,523,929 
経常収益 363,536 6.2% 483,720 6.8% 815,806 8.7%
1.使用料及び手数料 71,234 181,124 474,957 
2.その他 292,303 302,595 340,849 
純経常行政コスト 5,511,895 6,646,276 8,576,642 
臨時損失 38,921 38,921 55,742 
臨時利益 263 263 6,324 
純行政コスト 5,550,553 6,684,934 8,626,060 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減を業務活動収
支・投資活動収支・財務活動収支の３区分に分け、どのような活動に資金が必要で
あったかを示しています。また、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の金融資産の
資金の金額と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行ううえでの収入と支出を表しています。投
資活動収支は、主に固定資産形成に関する収入と支出を言います。財務活動収支と
は、地方債等の借入や元金償還に関する支出を言います。

資金収支計算書

貸借対照表では、年度末日現在でどれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。
「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえることができ、一方で、「純資産」は、今後負担する必要性のない資産、言い換えればこれまでの世代や現在の
世代、または国、県が負担した分となります。

勘定科目

行政コスト計算書

勘定科目
一般会計等 全体 連結

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営にかかったコスト
のうち、例えば人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービス
に要したコストを表したものです。また、実際に現金の支出を伴うサービスのほかに、減価
償却費や退職手当引当金などの現金支出を伴わないコストまでを含んで表しています。さ
らに、その行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受益
者負担がどの程度あったかを把握することができます。

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのような要因で増減したか
を表すもので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。

江北町 令和3年度

貸借対照表 純資産変動計算書
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目

勘定科目
一般会計等 全体 連結

勘定科目
一般会計等 全体 連結

単位 （千円）


